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■ 事業内容精査

4億6,860万円6 道路課
特定交通安全施設等

整備事業

高尾・幡生線、向洋町３号線、上新地町25
号線、内日下37号線、本村・西山線、大学
町・熊野線、員光・清末線他、吉見新町２２
号線、宇部線、中道線の整備を行う。

5億6,685万円 4億7,985万円

4億2,850万円

5 道路課 交通安全施設整備事業
交通安全対策事業として、歩道の新設、防護
柵、区画線、道路標識、道路反射鏡等の設置
及び補修等を行う。

6,362万円 5,820万円 5,600万円

4 道路課 橋りょう維持管理業務

市道に架かる道路橋及びトンネルの定期的な
点検を行なうとともに、道路ストック総点検
の結果及び下関市橋梁長寿命化修繕計画に基
づき、橋梁の補修工事等を行う。

4億9,100万円 4億4,750万円

1億6,759万円

3 道路課 道路整備事業
小月小島線、延行・郷線ほか１線、今出夕ヶ
垰線、中村長正司線、角島大橋線、宮迫中原
線の整備を行う。

5億2,415万円 5億3,740万円 5億4,230万円

2 道路課 道路改良事業

幹線道路及び市民生活に密着した生活関連道
路・舗装の改良工事とこれに伴う調査、測
量、設計委託を行う。また、私道における舗
装、安全施設整備の助成等も行う。

2億2,277万円 1億5,709万円

査定理由

1 道路課 道路維持管理業務
道路ストック総点検の結果に基づき、人工地
盤、歩道橋の改修工事等をはじめ、市道の維
持管理業務に必要な工事や委託を行う。

6億2,671万円 5億7,101万円 5億6,101万円

建設部
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1億8,445万円12 河川課 浸水対策事業
豪雨による家屋や道路等の浸水・冠水被害を
軽減するため、浸水地域の河川・水路の現況
調査や改修工事を行う。

1億6,276万円 1億8,445万円

1,924万円

11 河川課 水路改良事業

市が管理する水路において、豪雨時の浸水対
策及び汚濁水停滞等の通水不良改善を図るた
め、水路の新設や断面拡幅等の水路整備を行
う。

3,145万円 2,204万円 2,204万円

10 河川課 普通河川新設改良事業

市が管理する河川において、洪水時の浸水被
害の早期解決を図るため、地域の特性を活か
した治水対策及び生態系に配慮した河川整備
を行う。

2,474万円 1,924万円

3,400万円

9 河川課 河川維持管理業務
市が管理する河川・水路等において、正常な
通水機能の確保を図るため、補修、浚渫、除
草等を行う。

6,849万円 7,053万円 7,053万円

8 道路課 県施行工事費負担金
道路整備の促進を図るため、県施行の工事に
対し下関市が受益の範囲において、その一部
を負担する。

6,000万円 6,000万円

7 道路課 街路整備事業 武久幡生本町線、竹崎園田線の整備を行う。 3億9,804万円 5億4,520万円 5億4,520万円



（公開様式）

前年度予算額 要求額 予算額

51億7,570万円 52億6,454万円 50億9,602万円

◆主な事業の内容

平成29年度

予算額 要求額 査定額
査定理由

建設部

No. 課所室名 事業名 事業概要
平成30年度

□ 要求どおり
□ 積算内容精査
■ 事業内容精査

■ 要求どおり
□ 積算内容精査
□ 事業内容精査

□ 要求どおり
□ 積算内容精査
■ 事業内容精査

□ 要求どおり
□ 積算内容精査
■ 事業内容精査

□ 要求どおり
□ 積算内容精査
■ 事業内容精査

□ 要求どおり
□ 積算内容精査
■ 事業内容精査

604万円 1,623万円 120万円

住環境対策事業
民間建築物の耐震化の促進や管理不適切空家
等への指導等や利活用の促進を行う。

2億0,886万円

8,790万円 5,533万円 3,460万円

18 住宅政策課 公営住宅建設事業
既存公営住宅等の安全性確保や居住水準の向
上を図るための改修工事を行う。

1億9,330万円 2億1,395万円

7,500万円

17 住宅政策課 維持補修 市営住宅等の維持補修を行う。 9,541万円 1億7,489万円 1億3,163万円

14 河川課 県施行工事費負担金
海岸整備、急傾斜地崩壊対策・砂防等の促進
を図るため、県施行の工事に対し下関市が受
益の範囲において、その一部を負担する。

8,520万円 7,500万円

16 住宅政策課

15 住宅政策課 民間住宅対策事業

土砂災害特別警戒区域等内における危険住宅
の移転や建築物の土砂災害対策改修を促進す
る。また、サービス付高齢者向け住宅の登
録、認可、指導等及び住宅確保要配慮者向け
賃貸住宅の登録等を行う。

13 河川課 急傾斜地崩壊対策事業

急傾斜地において、豪雨等によるがけ崩れ災
害が発生した箇所の復旧工事等及び法面崩壊
の危険性のある急傾斜地の崩壊防止工事等を
行う。

7,238万円 7,844万円 6,628万円
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467万円19 住宅政策課 老朽住宅移転助成事業
安全面からも懸念が生じる老朽化した市営住
宅の入居者に対して、移転費用を助成する。

447万円 477万円
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